
政
権
選
択
の
判
断
材
料

政
権
公
約
検
証
大
会
開
催

８
月
９
日
、
新
し
い
日
本
を
つ

く
る
国
民
会
議
（
２
１
世
紀
臨
調
）

主
催
の
政
権
公
約
検
証
大
会
が
開

催
さ
れ
た
。
こ
の
検
証
大
会
は
、

各
党
の
政
権
公
約
（
マ
ニ
フ
ェ
ス

ト
）
を
検
証
す
る
こ
と
で
、
政
権

公
約
を
中
心
と
す
る
責
任
あ
る
政

党
政
治
の
確
立
に
貢
献
す
る
こ
と

等
を
め
ざ
し
て
い
る
。

評
価
す
る
団
体
は
、
連
合
を
は

じ
め
経
済
同
友
会
、
日
本
青
年
会

議
所
、
Ｐ
Ｈ
Ｐ
総
研
、
言
論
Ｎ
Ｐ

Ｏ
、
日
本
総
研
、
構
想
日
本
、
チ

ー
ム
・
ポ
リ
シ
ー
ウ
ォ
ッ
チ
、
全

国
知
事
会
（
今
回
は
参
考
）
の
９

団
体
で
あ
る
。

連
合
の
評
価
は

民
主
党
７
０
点
、
自
民
党
４
５
点

連
合
は
、
古
賀
事
務
局
長
が
両

党
の
政
権
公
約
の
評
価
を
発
表
。

政
権
公
約
の
評
価
基
準
を
「
働
く

者
の
生
活
実
感
を
も
と
に
率
直
に

評
価
し
た
」
と
、
述
べ
る
と
と
も

に
、
民
主
党
の
政
権
公
約
を
７
０

点
、
自
民
党
の
政
権
公
約
を
４
５

点
と
し
た
理
由
を
説
明
し
た
。

「
生
活
者
重
視
」
に
舵
を
き
る

民
主
党
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

民
主
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
つ

い
て
は
、
「
政
権
交
代
」
、「
暮
ら
し

の
た
め
の
政
治
を
」
、
「
国
民
の
生

活
が
第
一
」
な
ど
、
民
主
党
の
政

策
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
や
国
民
へ
の
メ

ッ
セ
ー
ジ
が
明
確
で
あ
る
点
を
高

く
評
価
。

さ
ら
に
、
政
策
の
５
つ
の
柱
、

政
権
構
想
、
主
要
政
策
の
工
程

表
・
財
源
が
明
示
さ
れ
て
お
り
検

証
が
し
や
す
く
、
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

と
し
て
の
形
式
要
件
が
整
っ
て
い

る
と
し
て
、
２
０
点
（
３
０
点
満

点
）
と
し
た
。

政
策
内
容
に
つ
い
て
も
、
家
計

へ
の
大
胆
な
支
援
、
社
会
保
障
制

度
の
抜
本
改
革
等
、
政
策
の
基
軸

を
「
生
活
者
重
視
」
に
大
き
く
切

り
替
え
る
内
容
で
あ
る
と
し
て
５

０
点
（
７
０
点
満
点
）
と
し
た
。

こ
れ
ま
で
の
反
省
が
見
え
な
い

自
民
党
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

一
方
、
自
民
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス

ト
に
つ
い
て
は
、
国
民
の
生
活
が

４
年
間
で
ど
の
よ
う
に
変
わ
る
の

か
実
感
で
き
る
明
確
な
メ
ッ
セ
ー

ジ
が
な
い
と
指
摘
。

麻
生
内
閣
の
政
策
の
踏
襲
・
補

強
の
域
を
脱
し
て
お
ら
ず
、
国
民

の
期
待
に
応
え
る
も
の
に
な
っ
て

い
な
い
と
し
て
、
形
式
要
件
１
０

点
、
内
容
３
５
点
、
合
計
で
、
４

５
点
の
評
価
を
下
し
た
。

民
主
党
の
５
原
則
・
５
策
は

高
評
価

政
権
運
営
ビ
ジ
ョ
ン
に
関
し
て

は
、
民
主
党
が
、「
政
権
構
想
の
５

原
則
・
５
策
」
と
し
て
明
示
し
た

こ
と
を
評
価
。
政
権
獲
得
後
に
お

け
る
政
権
運
営
に
対
す
る
意
欲
を

感
じ
る
点
を
、
連
合
の
み
な
ら
ず
、

多
く
の
参
加
団
体
が
評
価
し
た
。

(

以
上)
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連合のマニフェスト評価
民主党 自民党

Ⅰ．政権公約に関する総合評価 70 45
①形式要件（30点満点） 20 10
②内容 （70点満点） 50 35

Ⅱ．政権公約に関する政策分野別評価
外交・安全保障 65 55
経済政策（マクロ経済運営・成長政策） 75 40
財政政策・税制改革 70 40
少子高齢化への対応 70 40
地球環境・資源エネルギー 65 55
雇用・生活者 70 45
地方分権 55 40
農業政策 65 50
教育改革 65 40
政府の改革 60 50

Ⅲ．政権運営ビジョンに関する評価 50 21


